











この論文の目的は，動学的一般均衡租税 （Dynamic General Equilibrium 
Taxation, DGET）モデルが，日本経済のマクロ変数をどれだけ説明してい
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この論文の目的は，動学的一般均衡租税（Dynamic General Equilibrium 
Taxation, DGET）モデルが，日本経済のマクロ変数をどれだけ説明してい
るかを，景気循環会計（Business Cycle Accounting, BCA）を用いて評価す
ることである。
動学的一般均衡モデルは， Kydland and Prescott （1982）の実物景気循環 


































































いて， Kobayashi and Inaba （2006）や大津（2008）がBCAを用いて， ウェッ
ジを算出している。効率性ウェッジと労働ウェッジが日本のマクロ経済を
説明していることを両者とも発見している。




















































ある  時点の一国経済の国民総生産を とおく。国民総生産を支出面か
























































＊5 ある個人  の効用関数 として，その１次と２次の導関数 , の比が，個別定数 と共
通定数 を用いて，個々人の消費の線形線形関係で表せることが，消費について代表的個人
の効用関数をもつための必要十分条件である。つまり， 





















































































































景気循環会計 （BCA）は，既に，イントロで述べたように，Chari, Kehoe 











































である。政府支出ウェッジ  が総生産との比率 になっていることに注
意されたい。
プロトタイプの均衡値を定義する。人口 ，ウェッジ  が
41
外生的に与えられているとする。代表的な個人が効用最大化行動をとり，


















































動する。また，Burnside, Eichenbaum and Rebelo （1993）の労働力保蔵モ








Eichenbaum and Rebelo （1993）の労働力保蔵モデルや Cole and Ohanian 
（2002）の労働組合モデルは，実質賃金がすぐに調整できないモデルであ
り，労働ウェッジが発生することを示している。労働モデルだけでなく， 
Cooley and Hansen （1989）の，消費財についての現金先払制約のあるモデ
ルでも，賃金と消費財との間の相対価格に歪みが生じ，労働ウェッジとな





Bernanke, Gertler and Gilchrist （1999）やCarlstrom and Fuerst （1997）ら
の投資の調整費用モデルや資本市場の不完全なモデルが投資市場に歪みを




















































ついて， 以外の外生変数  のうち，３変
数のみ変動し，それぞれが一次独立とする。次の３条件を満たすと
する： 
















たい。例えば，  の一定値を特定化しないと， と を生成
することができない。
第３に，命題２のなかの が一定値で， について





定の場合を考える。つまり， と と とが定数でない場合を考える。こ
のとき， 
＊13 この点，投資ウェッジと資本ウェッジと設定の仕方で結論が大きく変わると指摘した 




































証によく用いられる。例えば，Cole and Ohanian （2002）が大恐慌の分析で
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＊20 一次同次性を満たす，より一般な関数型としてCES （Constant Elasticity of Substitution）型
がある。つまり， 











































政府支出 のみ変動するモデル（Model A）， と に加えて直接税のみ変
動するモデル（Model B）， と と全ての税率  表１








































































































































































































































































































































Model A − 0.9752
Model B 0.8597 0.9837
Model C 0.9108 0.9802



























































































この論文では，動学的一般均衡租税（Dynamic General Equilibrium Tax-
ation, DGET）モデルが，日本経済のマクロ変数をどれだけ説明している
か考察した。通常の，カリブレーションによる分析でなく，景気循環会計 


























として計算される。合衆国では，所得税についてSeater （1982, 1985）や 
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The purpose of the paper is to evaluate the degree to which Dynamic 
General Equilibrium Taxation (DGET) models account for Japanese 
macroeconomic variable using Business Cycle Accounting (BCA). BCA can 
produce from endogenous variables (observations) four exogenous variables 
(wedges) in a dual way. The empirical analysis demonstrates that our 
DGET model can succeed in producing labor wedges of BCA, but not 
investment ones. That is, it can explain intratemporal allocations between 
consumption and leisure to some degree, but not intertemporal allocations 
in capital markets.
